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　今年度は、情報化、高齢化といった大きな社会構造の変動の中で、なぜ交通政策は重視され
なければならないのかについて、理論的な検証を試みた。まず情報化と人流との関係について
考えて見ると、情報化社会が進展すればするほど、情報そのものの価値がどれだけ高いもので
あるのかが問われることとなる。ある調査によると、記号や文字の形で伝達できる情報の割合
は、全情報量の一割にも満たない比率であるという。このような真相であれば、情報化時代に
おいては、人と人が直接に会って情報が伝達されることが一層社会的に重要性を増してくるの
であり、そのための環境整備として交通をどう考えるかということが重要となるのである。ま
た、物流についてはより明確に交通政策との関係が見えてくる。インターネットの普及により
直販化が進んでいるが、いくら注文がスムーズにできても、注文した物が実際に届かなければ
意味がない。つまり、情報化がいかに我々の生活の豊かさに直接結び付くかは物流のあり方に
よるものである。
　そこで、交通というものの公的重要性を明確に位置付け、それを保障していくことが重要と
なる。特にわが国は、交通政策が個別事業分野の政策に分断されており、総合的に交通政策全
般を統括し、調整していくシステムが不在であるという問題性がある。そのため、重複投資が
多くなされ、今日の財政難の大きな原因の1つを作り出しているという事情にある。そこで、
総合交通基本法を樹立することによって、交通機関間の役割分担、その調整、そして財源配分
を総合的に見直すことによって、交通政策の効率化を図る必要性が主張される。その際、中心
概念として据えるべきなのは「交通権」という考え方である。従来も、確かに交通権について
は議論されてきているが、どちらかといえば、バリアフリーを中心としたものであった。しか
し、ここでは交通権という概念をさらに拡張的にとらえ、憲法第25条に規定されるところの最
低限の生活保障の現代的保障の手段として交通をとらえなおし、そのための財源負担を一般財
源に求め、その配分基準を明確にすべきであるとした。そこから、現在の日本が抱えている財
政制約からの脱却の道を探りつつ、効率的かつ公正な交通整備のあり方を模索している。
一67一
　この交通権、ならびに総合交通政策の見本となったのが、1982年にフランスで樹立された総
合交通基本法である。その中では、今日の日本で提唱されているようなことがすでに提唱され、
法律の中にしっかりと盛りこまれている。つまり、交通権の設定、交通機関間の役割分担、そ
してプロジェクト評価の重要性である。
　特にこのプロジェクト評価のあり方については、今日の日本では大きな論点の1っとなって
いる。どのようにしてその評価を公正かつ正確なものとすべきかは、今後わが国が早急に取り
組んでいかなければいけない重要な問題であろう。この点に関しては、現時点では、特に透明
性を高めること、つまり、評価を実施するプロセスを広く一般に公開し、議論を高めることに
よって、その精度を早急に高めていくことを強く主張したい。この問題にっいては、特に来年
度の課題としてしっかりと研究していきたいと考える。
　上記のような理論化にっいては、来年度もさらに精緻化するように全力を尽くしていく所存
である。なお、こうした理論を実証すべき、様々な場所での討論、検証を同時に行っている。
たとえば、北海道や八丈島、沖縄といった地域での地域振興政策と航空・空港政策の関連につ
いて、委員会活動や講演活動を通じた地元の人々との意見交換の実践である。こうしたヒアリ
ングからは、交通、特に情報化社会においては、高速交通手段としての航空の役割がいかに大
きいものであるのかを実感することができた。特に興味深いのは、地域振興における環境整備
という点である。これまでの地域振興政策では、観光政策とハードな面での情報環境整備がど
この自治体でも取り上げられる要素であった。しかし、これからの地方振興において重要なの
はソフトの意味での情報環境整備、つまり、いかに地域振興にかかわる実質的なプロデュース
機能をもつハイタレントな人々を当該地域に長期滞在、もしくは永住させるかといった取り組
みであるということが認識された。現在の日本においては、付加価値の高い情報が東京に一極
集中していいるという事実を前提にしなければ、地域振興政策は絵に書いた餅になりかねない
可能性が大きい。そのため、東京をはじめとする大都市とのアクセスをいかに良くするのかが
政策として求められるのである。そのためには、地域だけに限定された視点ではなく、地域に
あって全国的な交通に係る積極的な政策提言が求められることになるのである。この結果にっ
いて詳しくは、2001年秋までに単著にまとめる予定である。
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